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１.経営成績等の概況 

 

（１）当期の経営成績の概況 

当期（平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日まで）におけるわが国経済は、個人消費が雇用・所得環境の改善を

背景に底堅く推移したほか、輸出・生産面も海外経済の回復に伴って持ち直すなど、緩やかな回復基調が続きました。し

かしながら、先行きについては、米国新政権の政策動向や英国のＥＵ離脱決定など、不透明な要素も少なくありません。 

こうした状況下、当社及び当社グループでは、「名鉄グループ中期経営計画～ＰＬＡＮ１２３～」における「『積極的

な事業展開』と『強固な経営基盤の確立』の両輪で、新たな成長のステージに向けて前進する」という基本方針のもと、

積極的な営業活動と効率的な経営に努めました。 

当期の営業収益は 5,995 億 69 百万円（前期比 1.7％減）、営業利益は 441 億 80 百万円（前期比 1.5％減）、経常利益

は 461 億 42 百万円(前期比 4.0％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は 234 億 33 百万円（前期比 4.5％減）となりま

した。 

 

セグメント別の業績概況は、次のとおりであります。 

 

①（交通事業） 

鉄軌道事業につきましては、当社では、都市計画事業の一環として、名古屋本線知立駅付近などで高架化工事を進めた

ほか、駅ホームの改良工事を行うなど、引続き安全面の強化に努めました。また、一部特別車特急車両 2200 系、通勤型

車両 3150 系・3300 系を導入したほか、訪日外国人旅行者の利用が多い名鉄名古屋駅・中部国際空港駅などの主要駅及び

ミュースカイや特急特別車の車内で利用できる無料Ｗｉ－Ｆｉサービス「ＭＥＩＴＥＴＳＵ ＦＲＥＥ Ｗｉ－Ｆｉ」を

開始するなど、お客さまサービスの向上を図りました。営業施策面では、5700 系・5300 系のデビュー30 周年を記念した

乗車券及びミューチケットカードの販売や、瀬戸線開業 111 周年記念スタンプラリーを実施したほか、沿線地域と連携し

た観光キャンペーンを引続き実施するなど、旅客の需要喚起に努めました。 

バス事業につきましては、名鉄バス㈱では、昨年 11 月に８往復から 14 往復へ増便した中部国際空港アクセスバス「セ

ントレアリムジン」の利用が好調に推移したほか、高速バス「名古屋－宇都宮・郡山線」を延伸し、「名古屋－宇都宮・

福島線」として運行を開始するなど、新規顧客の獲得に取組みました。名鉄観光バス㈱では、名古屋を起点に飛騨高山や

白川郷を巡る訪日外国人旅行者向けバスツアーの催行を開始し、新たな需要喚起に努めました。また、濃飛乗合自動車㈱

では、高速バス「高山－新宿線」の一部を飛騨古川まで延伸するとともに、同線と成田・羽田各空港リムジンバスの連絡

きっぷを発売するなど、観光客の取込みを図りました。 

タクシー事業につきましては、当社グループのタクシー会社 17 社では、「ｍａｎａｃａ」をはじめとする交通系電子

マネーの決済端末機を、昨年４月から順次導入するなど、利便性の向上に取組みました。 

交通事業の営業収益は、鉄軌道事業で輸送人員が増加したことなどにより、1,651 億 82 百万円（前期比 0.4％増）、営

業利益は、燃料費の減少などもあり、227 億 22 百万円（前期比 3.3％増）となりました。 

 

（業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

期別

 

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    鉄 軌 道 事 業  92,772 百万円 1.3 ％

    バ ス 事 業  48,717  △0.4  

    タ ク シ ー 事 業  29,897  4.2  

  消      去  △6,205  －  

  営業収益計  165,182  0.4  
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②（運送事業） 

トラック事業につきましては、名鉄運輸㈱では、昨年４月に信州名鉄運輸㈱を完全子会社化し、一層強固な連携体制を

構築するとともに、日本通運㈱との資本業務提携による事業領域の拡充を図りました。また、関東圏での営業活動をさら

に積極的に展開するため、路線ネットワークの重要拠点として、昨年４月に千葉県野田市に「野田支店」を新設しました。  

海運事業につきましては、太平洋フェリー㈱では、３代目「いしかり」の就航５周年記念キャンペーンを行うなど、旅

客の利用促進に努めました。 

運送事業の営業収益は、海運事業で台風の影響により欠航が相次いだことや、トラック事業で採算性を重視した契約へ

の見直しを進めたことなどにより、1,298 億 64 百万円（前期比 1.6％減）、営業利益は、人件費の増加などもあり、56

億 89 百万円（前期比 8.7％減）となりました。 

 

（業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

期別

 

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    ト ラ ッ ク 事 業  149,901 百万円 △0.4 ％

    海 運 事 業  15,210  △6.8  

  消      去  △35,247  －  

  営業収益計  129,864  △1.6  

 

③（不動産事業） 

不動産賃貸業につきましては、当社では、本年３月に「ｍｅＬｉＶ（メリヴ）」ブランド２棟目の賃貸マンションとな

る「ｍｅＬｉＶ栄生」を名古屋本線栄生駅前に開業したほか、沿線の所有不動産を、デザインを重視した賃貸物件に再生

する取組みの第一弾として、犬山駅西ビルのリノベーションを行うなど、資産の有効活用と沿線地域の価値向上を図りま

した。また、㈱名古屋商工会館では、銀座４丁目に保有するビルの収益性向上を図るため、複合ビル「Ｇ４ ＢＲＩＣＫ

Ｓ ＢＬＤ．（ジーフォー ブリックス ビル）」として建替え、昨年 11 月に開業しました。 

不動産分譲業につきましては、当社では、分譲団地「名鉄陽なたの丘 蒼空（そら）の街」の販売を好評のうちに終え

ました。名鉄不動産㈱では、首都圏エリアの「ザ ブルームテラス」をはじめとした分譲マンションの販売を進めました。 

 不動産事業の営業収益は、不動産賃貸業では駐車場数が増加したことなどにより増収となりましたが、不動産分譲業で

マンションの販売引渡戸数が減少したことなどにより、812 億 82 百万円（前期比 7.4％減）、営業利益は 89 億 96 百万円

（前期比 6.2％減）となりました。 

 

（業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日）   

期別

 

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    不 動 産 賃 貸 業  52,346 百万円  4.3 ％

    不 動 産 分 譲 業  34,353  △18.1  

  消      去  △5,417  －  

  営業収益計  81,282  △7.4  
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④（レジャー・サービス事業） 

ホテル業につきましては、㈱名鉄グランドホテルでは、「名鉄グランドホテル」の「カジュアルダイニング アイリス」

と「スカイラウンジ 203」のリニューアル１周年を記念したキャンペーンを行うなど、集客力向上に努めたほか、㈱名鉄

犬山ホテルでは、「名鉄小牧ホテル」の客室リニューアルを順次行うなど、サービスの向上を図りました。また、名鉄イ

ン㈱では、昨年３月に東京都港区に開業した「名鉄イン浜松町」などで、ビジネス・観光客の利用が堅調に推移したほか、

昨年 11 月には「名鉄イン名古屋駅新幹線口」を開業するなど、事業拡大を図りました。 

観光施設につきましては、㈱名鉄インプレスでは、「南知多ビーチランド＆南知多おもちゃ王国」において、昨年４月

に物販店「ホエールショップ」をオープンしたほか、昨年７月に「日本モンキーパーク」において、レジャープール「水

の楽園 モンプル」の大規模リニューアルを実施するなど、施設の魅力向上に努めました。また、㈱名鉄レストランでは、

昨年２月に開設された新東名高速道路岡崎サービスエリア内に出店した「お土産処 三州岡崎宿」が増収に寄与しました。 

レジャー・サービス事業の営業収益は、観光施設において前期に一部子会社を譲渡したことや天候不順などの影響で減

収となりましたが、ホテル業での新規出店による増収が寄与し、551 億 12 百万円（前期比 0.1％増）となりました。しか

しながら、営業利益は、観光施設での減収に加え、ホテル業で新規出店に伴い費用が増加したことなどにより、17 億 66

百万円（前期比 16.0％減）となりました。 

 

  （業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日）  

期別

 

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    ホ テ ル 業  17,723 百万円 3.8 ％

    観 光 施 設 の 経 営  23,517  △2.7  

    旅 行 業  14,521  0.5  

  消      去  △648  －  

  営業収益計  55,112  0.1  

 

⑤（流通事業） 

百貨店業につきましては、㈱名鉄百貨店では、本店において、昨年９月に低糖質食品などを集めたコーナー「めいてつ

ローカーボ生活」をオープンしたほか、本年１月には大手家具インテリアチェーン「ニトリ」の都市型店舗を中部地区で

初めて誘致するなど、新規顧客の獲得に取組みました。 

その他物品販売につきましては、名鉄産業㈱では、「ファミリーマートエスタシオ」を名古屋本線名鉄名古屋駅下りホ

ームや常滑線大同町駅構内にオープンするなど、収益力の向上に努めました。 

流通事業の営業収益は、㈱名鉄アオトの輸入車販売が増収に寄与したものの、百貨店業での減収などの影響で、1,343

億 97 百万円（前期比 1.5％減）となりました。一方、営業利益は、百貨店業の収支改善などにより、９億 27 百万円（前

期比 7.5％増）となりました。 

 

（業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

期別

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    百 貨 店 業  68,569 百万円  △4.3 ％

    そ の 他 物 品 販 売  66,818  1.6  

  消      去  △990  －  

  営業収益計  134,397   △1.5  
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⑥（その他の事業） 

その他の事業につきましては、設備工事やシステム開発案件の受注減少などにより、営業収益は 735 億 31 百万円（前

期比 5.6％減）となりましたが、減価償却費の減少などにより、営業利益は 40 億 31 百万円（前期比 9.2％増）となりま

した。 

 

（業種別営業成績表） 

当  期 

（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

期別

業種別 営 業 収 益 対前期増減率 

    設 備 保 守 整 備 事 業  27,906 百万円 △6.2 ％

    航 空 事 業  20,988  △1.8  

    ビ ル 管 理 メ ン テ ナ ン ス 業  3,700  △2.1  

    そ の 他 事 業  22,435  △8.8  

  消      去  △1,499  －  

  営業収益計  73,531  △5.6  

 

（２）当期の財政状態の概況 

当期末においては、総資産は前期末に比べ 292 億 75 百万円増加しております。これは主として、保有株式の時価上昇

などにより投資有価証券が 92 億 72 百万円、分譲マンション建設等により分譲土地建物が 54 億 71 百万円、現金及び預金

が 49 億 88 百万円、設備投資などにより有形固定資産が全体で 47 億 16 百万円増加したことなどによるものであります。 

また、負債は前期末に比べ９百万円増加しております。これは主として、有利子負債が全体で 136 億 15 百万円減少し

た一方で、前受金などの流動負債その他が 46 億 39 百万円、整理損失引当金が 45 億 92 百万円、未払法人税等が 29 億 11

百万円増加したことなどによるものであります。 

純資産は前期末に比べ 292 億 65 百万円増加しております。これは主として、利益剰余金が 125 億 49 百万円、保有株式

の時価上昇などによりその他有価証券評価差額金が 35 億 53 百万円増加したことなどによるものであります。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ 50 億 22 百万円増加し、219 億 43 百万円となりました。営業活 

動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増減額が増加したことなどにより、前期に比べ 68 億９百万円減少し 607

億 20 百万円となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ固定資産の取得による支出が減少したことなど

により、14 億 57 百万円増加し△386 億 68 百万円となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入

金の返済による支出が減少したことなどにより、92 億 31 百万円増加し△170 億 26 百万円となりました。 

 

（４）今後の見通し 

当社及び当社グループでは、「名鉄グループ中期経営計画 ～ＰＬＡＮ１２３～」の連結経営数値の目標達成に向けて、

着実に諸施策を推進してまいります。 

計画最終年度となる平成 30 年３月期の連結業績予想につきましては、営業収益は、流通事業を除く各事業で増収とな

り、6,100 億円（前期比 1.7％増）を見込んでおります。営業利益は、燃料費や人件費が増加し、422 億円（前期比 4.5％

減）を見込んでおります。経常利益は、営業外損益が悪化し、426 億円（前期比 7.7％減）を見込んでおります。親会社

株主に帰属する当期純利益は、減損損失や整理損失引当金繰入額の減少などにより特別損益が改善し、261 億円（前期比

11.4％増）を見込んでおります。 
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２.会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、国内同業他社との比較可能性を考慮し、会計基準につきましては、日本基準を適用しております。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 
 

（継続企業の前提に関する注記） 

 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、これに伴う当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報） 

 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28 日）を当連結会

計年度から適用しております。 
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（セグメント情報） 

 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、当社における鉄軌道事業を中心に、交通、運送、不動産、レジャー、流通、設備の保守・整備等、

多種多様なサービス業を展開しております。 

当社グループは、上記の事業内容を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「交通事業」、「運

送事業」、「不動産事業」、「レジャー・サービス事業」及び「流通事業」を報告セグメントとしております。 

報告セグメントにおける各事業区分の事業内容は、以下のとおりであります。 

交 通 事 業     ････････ 鉄道、乗合・貸切バス、タクシー 

運 送 事 業     ････････ トラック、海運 

不 動 産 事 業     ････････ 不動産の分譲・賃貸 

レジャー･サービス事業  ････････ ホテル・レストラン・観光施設の経営、旅行業 

流 通 事 業     ････････ 百貨店業、石油製品等の販売、商品販売 

 

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算出方法 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

 

 

前連結会計年度（自 平成 27 年４月１日  至 平成 28 年３月 31 日）              （単位：百万円） 

   交 通 事 業 運 送 事 業
不 動 産

事 業

レジャー・

サ ー ビ ス

事 業

流 通 事 業

そ の 他 の 

事 業 

（注）１ 

合 計 
調 整 額

（注）２

連結財務諸

表 計 上 額

（注）３

営業収益    

 外部顧客に対する営業収益 162,177 131,477 81,108 53,467 125,840 56,081 610,153 － 610,153

 
ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部営業収益

又 は 振 替 高
2,311 538 6,699 1,571 10,544 21,829 43,495 △43,495 －

計 164,489 132,015 87,807 55,038 136,385 77,911 653,648 △43,495 610,153

セグメント利益 22,003 6,233 9,595 2,102 863 3,691 44,489 374 44,864

セグメント資産 475,003 115,752 261,377 35,681 45,372 71,986 1,005,175 59,432 1,064,607

その他の項目    

 減価償却費 18,876 5,674 5,801 1,324 1,358 6,414 39,450 △ 536 38,913

 のれんの償却額 － 62 127 － 13 0 202 △0 202

 減損損失 1,140 86 1,782 2,593 302 64 5,969 － 5,969

 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額  

17,194 8,350 11,052 1,687 2,651 8,429 49,364 － 49,364

（注）１.「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、以下の事業セグメント

を含んでおります。 

設備の保守・整備、航空事業、ビル管理メンテナンス業、保険代理店業等 

２.調整額は、以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額 374 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（２）セグメント資産の調整額 59,432 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産 87,180 百万

円、セグメント間取引消去額△27,748 百万円であります。全社資産の主なものは、当社の余資運用資

金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

（３）減価償却費の調整額△536 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（４）のれんの償却額の調整額△0 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

３.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自 平成 28 年４月１日  至 平成 29 年３月 31 日）              （単位：百万円） 

    交 通 事 業 運 送 事 業
不 動 産

事 業

レジャー・

サ ー ビ ス

事 業

流 通 事 業

そ の 他 の 

事 業 

（注）１ 

合 計 
調 整 額

（注）２

連結財務諸

表 計 上 額

（注）３

営業収益    

 外部顧客に対する営業収益 162,872 129,415 74,250 53,465 124,825 54,739 599,569 － 599,569

 
ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部営業収益 

又 は 振 替 高 
2,309 448 7,032 1,647 9,571 18,791 39,802 △ 39,802 －

計 165,182 129,864 81,282 55,112 134,397 73,531 639,371 △ 39,802 599,569

セグメント利益 22,722 5,689 8,996 1,766 927 4,031 44,134 45 44,180

セグメント資産 479,513 108,905 281,611 36,466 45,221 77,966 1,029,684 64,198 1,093,882

その他の項目    

 減価償却費 18,117 5,984 5,905 1,366 1,632 6,243 39,250 △ 501 38,748

 のれんの償却額 － 31 127 － 13 0 171 △ 0 171

 減損損失 181 990 1,034 235 1,711 21 4,173 － 4,173

 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額  

18,825 7,457 12,743 1,763 779 6,550 48,120 － 48,120

（注）１.「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、以下の事業セグメント

を含んでおります。 

設備の保守・整備、航空事業、ビル管理メンテナンス業、保険代理店業等 

２.調整額は、以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額 45 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（２）セグメント資産の調整額 64,198 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産 93,125 百万

円、セグメント間取引消去額△28,927 百万円であります。全社資産の主なものは、当社の余資運用資

金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

（３）減価償却費の調整額△501 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（４）のれんの償却額の調整額△0 百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

３.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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(１株当たり情報) 
 

 
前連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成28年４月１日 
至  平成29年３月31日) 

１株当たり純資産額 316.53円 344.14円

１株当たり当期純利益 26.68円 25.49円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

23.30円 22.26円

(注) １  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 
 

 
前連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成28年４月１日 
至  平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 24,532 23,433

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益(百万円) 

24,532 23,433

普通株式の期中平均株式数(株) 919,436,786 919,218,424

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) ― ―

(うち支払利息(税額相当額控除後)(百万円)) (―) (―)

普通株式増加数(株) 133,377,473 133,376,479

(うち転換社債型新株予約権付社債(株) ) (133,377,473) (133,376,479)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― 

 

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 313,547 342,813

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 22,555 26,493

(うち非支配株主持分(百万円)) (22,555) (26,493)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 290,992 316,319

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株) 

919,323,307 919,147,882
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（重要な後発事象） 

  

 当社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、平成29年６月28日開催予定の第153回定時株主総会に、単元

株式数の変更、株式併合及び定款の一部変更について付議することを決議いたしました。 

 詳細につきましては、本日（平成29年５月10日）公表いたしました「単元株式数の変更、株式併合及び定款の一

部変更に関するお知らせ」をご覧ください。 

名古屋鉄道㈱（9048）　平成29年３月期　決算短信

-19-




